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サステナビリティ開示基準の適用対象・適用時期

 第６回WGでは、有価証券報告書におけるサステナビリティ開示基準の導入に関する以下の事項についてご
議論いただき、概ね賛同が得られた。

➢ ロードマップについては、国際的な動向や保証の検討状況等を注視しながら、時価総額３兆円以上のプライ
ム市場上場企業への適用開始時期を2027年３月期とすること等を基本線としつつ、柔軟に対応していくこと

➢ SSBJ基準を国際的なベースラインとなるISSB基準と同等な基準として金融商品取引法令に取り込むこと

 また、企業がSSBJ基準の導入に向けた準備を進められるよう導入のタイミングを早く確定させるべき、二段階
開示については企業の習熟期間を確保するために２、３年は認めるべきといった意見があった。

＜ロードマップについて＞
• EUのオムニバス法案は適用範囲を最初から一気に進めようとしていたというところが日本とは随分違う。今の動きは、
ある意味EUが日本の現実的な考え方に近づいているものであり、現状のロードマップを変更する必要はない。

• SSBJ基準の導入が2027年３月期から始まるとすると、当該期の開始まで１年を切っている。既に準備を進めている会
社もあるだろうが、できるだけ早いタイミングで導入のタイミングを固める時期に来ているのではないか。

• 我が国の現行案では、義務化の翌年度から同時開示を求めているが、企業側の習熟期間を確保するためにも、義務化
から２、３年は二段階開示を認めるのが妥当ではないか。

• SSBJ基準の適用を基本線のとおり2027年３月期から開始する場合は、時価総額３兆円以上の日本企業から見ると、
CSRDに基づく開示義務化よりSSBJ基準の開示が１、２年先行することになる。そのため、EUが基準の見直しに動いて
いる今のタイミングから、相互運用性の確保、より具体的にはSSBJ基準での開示をもってCSRDに基づく開示をできる
だけ代替できる形になるよう、金融庁にはEUや国際機関への積極的な働きかけ、緊密な連携をお願いしたい。

• 適用時期の開始時期だけでなく、二段階開示の適用期間あるいは保証の範囲といったところも含めて、地に足のついた
議論をしていただきたい。

＜SSBJ基準について＞
• SSBJ基準は、国際的なベースラインとなるISSB基準との整合性を図り、ISSB基準の要求事項を原則として全て受け入
れるなど、ISSB基準と機能的に同等となっていると考えられることから、SSBJ基準を取り込むことに賛成。

第６回WGにおけるご意見（要約）



※  保証水準は限定的保証、保証範囲は当初２年間はScope１・２、ガバナン
ス及びリスク管理

サステナビリティ開示基準及び保証制度に係るロードマップ案
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プライム全企業
適用義務化

（注）時価総額に応じた適用社数とカバレッジ（Bloomberg及びJPX公表統計の2025年３月末時点の情報から作成）。実際は適用となる期の直前までの５事業年度末の平均値を用いる。

 グローバルな投資家との建設的な対話を中心に据えた企業向けの市場であるプライム市場の上場企業に対し、
SSBJ基準に準拠して有価証券報告書を作成することを義務付ける。これにより、グローバルで比較可能性を
確保しながら、中長期的な企業価値の評価に必要な情報を提供し、投資家との建設的な対話を促進。

 SSBJ基準の適用は、企業等の準備期間を考慮し、時価総額の規模に応じ段階的に進める。具体的には、
i. 時価総額３兆円以上の企業 ： 2027年３月期
ii. 時価総額３兆円未満１兆円以上の企業 : 2028年３月期
iii. 時価総額１兆円未満５千億円以上の企業 : 2029年３月期
からの適用開始を基本とし、ⅱ.及びⅲ. の適用時期は、国内外の動向等を注視しつつ、引き続き、柔軟に対応。
（注） 時価総額５千億円未満の企業へのSSBJ基準の適用については、企業の開示状況や投資家のニーズ等を踏まえて、今後検討。

 経過措置としての二段階開示は、適用開始から２年間とする。

 有価証券報告書の提出期限の延長については、引き続き検討していく。

プ
ラ
イ
ム

2025年３月 2026年３月期 2027年３月期 2028年３月期

時価総額
１兆円以上

（171社・72.5％）

・・・

プライム全企業

2030年３月期
SSBJ基準
最終化

2029年３月期

時価総額
5,000億円以上
（284社・80.8％）

時価総額
３兆円以上

（68社・54.1％）

203X年３月期

適用義務化 保証義務化

適用義務化

順次拡大

（注）

保証制度導入※
SSBJ基準
適用開始

保証義務化

任意適用開始
（好事例やプリンシ
プルを通じて促進）

適用義務化

保証義務化

二段階開示可 同時開示

二段階開示可 同時開示

二段階開示可 同時開示

開示基準
の適用

保証
 開示基準の適用開始時期の翌年から保証を義務付け。

 保証水準は限定的保証（合理的保証への移行の検討は行わない）、保証範囲は当初２年間はScope１・２、ガバナ
ンス及びリスク管理（３年目以降は国際動向等を踏まえ今後検討）とし、保証の担い手は本WGで引き続き検討。
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二段階開示・同時開示について①（従前の議論）

 第２回、第３回WGでは、サステナビリティ開示基準による開示の導入に当たり、
・ 適用初年度は二段階開示を認めること、
・ その後、制度保証を受けて同時開示をする場合には、有価証券報告書の提出期限を延長すること
が検討された。

 また、第６回WGでは、最近の国内外の動向を踏まえ、二段階開示の適用期間について議論された。

• 我が国の現行案では、義務化の翌年度から同時開示を求めているが、企業側の習熟期間を確保するためにも、義務化から２、３
年は二段階開示を認めるのが妥当ではないか。

• 適用時期の開始時期だけでなく、二段階開示の適用期間も含めて、地に足のついた議論をしていただきたい。

第６回WGにおけるご意見（要約）

 企業の実務負担や制度保証を受けるために要する期間、海外の状況を考慮し、適用初年度は二段階開示を認めつつ、サステ
ナビリティ開示基準に基づいた開示を、制度保証を受けて同時開示する場合には、提出期限を延長することを検討（事業年度後 

３か月⇒４か月）

第３回WGにおける事務局提案

• 諸外国の規制を踏まえて、有報の提出期限を４か月に延長することは理解できるが、実情としては海外企業はより早期に開示し
ているため、提出期限の延長により日本企業の開示の実態が海外より遅れないか懸念。

• 有価証券報告書にのみ記載されている財務の注記情報なども、企業の投資判断の重要性を鑑みると、開示を１か月延長するこ
とへの投資家側の抵抗感は高いのではないか。

• 実務的には今のスケジュールで６月末に全部出すのは企業としては難しく、二段階開示が初年度のみでいいかも含めて検討して
ほしい。また、将来的な同時開示の達成のために有報提出期限の延長も考えられるが、保証の対象範囲（全サステナビリティ情
報か、GHG排出量のScope１、２のみか等）によってもスケジュール感は変わるので、両面合わせながら検討してほしい。

• 企業実務の感覚からは、２年目からの同時開示というのはやはりハードルが高い。他方、同時開示の１か月延長というのも実務
的にはハードルが高いことから、二段階開示や同時開示の要件や効果を、もう少し明確化にする必要があるのではないか。

第２回、第３回WGにおけるご意見（要約）



- 6 -

二段階開示・同時開示について②（検討）

 経過措置としての二段階開示については、WGでの意見や最近の国内外の動向を踏まえ、保証の導入初
年度まで適用することができるよう、その適用期間をSSBJ基準の導入時期の翌期まで（２年間）とするこ
とが適当と考えられる。

 これによる国際的なサステナビリティ開示基準との同等性への影響（注）は注視する必要があるが、SSBJ

基準に基づく情報開示の円滑な導入をより優先することが適当と考えられる。
（注） ISSBでは、各国の公的説明責任を有する企業の大半（most）に対して、ISSB基準と機能的に同等な自国基準が強制適用される時期を、

「ISSB基準の完全な導入」と捉えている。我が国においては、プライム市場の時価総額１兆円以上の企業に対して開示基準が適用される
ことをもって「大半」を達成できると仮定し、かかる企業に対してSSBJ基準が導入される2028年３月期をもって「ISSB基準の完全な導入」が
なされた時期とされると考えていた。二段階開示を２年間とした場合、この時期が2029年３月期に後倒しされることが想定される。

 有価証券報告書の提出期限の延長については、

・ WGにおいて、早期の情報開示を望む意見があったこと（特に財務情報の開示が遅れることに懸念あり。）
・ 当初２年間の保証の範囲をScope１・２、ガバナンス及びリスク管理に限定する方向で検討されていること
・ 欧州において比較的早期にCSRDに基づく情報開示が行われていること

 を踏まえつつ、 引き続き検討していくことが適当と考えられる。

二段階開示

有価証券報告書の提出期限の延長
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CSRD開示における実務上の工夫について

• 欧州企業が期末後２～３か月後には保証を受けた上で開示を行うことができている点を踏まえると、日本企業も見積
りを有効に活用するべき。 

• GHG排出量が例として挙げられているが、CSRD対応の開示実務では、例えば有害物質の排出量など、他の市場に
おいても見積りによる算定を行っているケースがあるとも聞いている。限られた時間の中でサステナビリティ開示を行
うために、GHG排出量以外の見積りの場合でもこのような取扱いを考えるべきかどうか、検討してはどうか。

• 欧州企業は期末後２～３か月以内には保証を受けた上で開示を行うことができているが、日本ではハードルが高いと
の意見もある。企業の作成者と監査人の実務がどのようになっているのか、何か制度的な課題があるのか、使用して
いるベンダーやシステムに課題があるのかなど疑問に感じた。この辺り、欧州での事例は参考になると思う。 

 第６回WGでは、欧州企業が期末日後２～３か月以内に保証を受けてCSRD開示を行うことができている
状況を踏まえ、CSRD開示における見積りの利用等、開示実務上の工夫に関連した意見が寄せられた。

 先行する欧州企業のGHG排出量の開示を確認したところ、以下のような事例（注１）を確認できた。
（注１） 次項以降に開示例を掲載。なお、これらの開示例は、欧州企業が各企業に関連する事実及び状況を考慮し、欧州サステナビリティ報
告基準（ESRS）に基づく開示を行った事例である。

➢ 一部期間について見積りを利用している例

➢ 一部拠点について見積りを利用している例

➢ 重要性の観点から、測定拠点の範囲を特定している例

 各企業に関連する事実及び状況にもよるものの、こうした見積りの利用や重要性の観点を踏まえた測定
範囲の限定といった実務上の工夫は、我が国においても参考になると考えられる（注２） 。
（注２） ただし、実際の開示に当たっては、全ての関連する事実及び状況を考慮し、サステナビリティ開示基準（SSBJ基準）に従った開示上の

判断を行うことが必要となる。

第６回WGにおけるご意見（※欧州動向に係る意見を抜粋・要約）



- 9 -（出典）Kone “Sustainability Statement 2024”、 “Bayer Annual Report 2024 ” からそれぞれ抜粋。

CSRD開示における実務上の工夫例①（一部期間の見積り）

 エレベーターの製造販売等を行うフィンランドのKone社（12月決算）は、 2025年２月14日に公表した年次報

告書において、スコープ１、２及び一部のスコープ３の第４四半期のデータについては、第３四半期のデータ
に基づいた推定値としている。

 ドイツの大手製薬会社であるBayer社（12月決算）は、2025年３月５日に公表した年次報告書において、ス
コープ１、２のGHG排出量の算定について、１～10月までは実績値、11・12月は前年のデータや直近のイベ
ント等を基にした推定値としている。

Kone社の開示例

Bayer社の開示例

・・

・ １～10月の実績値及び11・12月の
推定値を自社のプラットフォームに
入力。
・ 推定値については、前年のデータ
等に基づいている。

活動データは四半期
ごとに収集。

活動データが四半期ごとに収集されるため、リアルタイ
ムにエネルギー消費量等のデータが入手できないこと
から、スコープ１、２及び一部のスコープ３の第４四半
期のデータは、第３四半期のデータに基づき推定。
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（出典） EssilorLuxottica “Universal Registration Document 2024”から抜粋。

CSRD開示における実務上の工夫例②（一部拠点の見積り）

Essilor Luxottica社の開示例

 眼鏡の製造販売等を行うフランスのEssilor Luxottica社（12月決算）は、2025年３月10日に公表した年次報
告書において、一部拠点のスコープ１のGHG排出量については、各拠点における従業員数、冷房機器の有
無、店舗面積等に基づいた推定値としている。

・ データが報告されていない事業所（Scope１の約13%）に
ついては、従業員数に基づき推定。
・ 小売部門におけるScope１については、57％は一次デー
タであるが、残りの部分は冷房機器の有無及び店舗面積
に基づいて推定。



- 11 -

（注）除外した拠点のエネルギー消費量の総量は不明であるが、当社全体のエネルギー消費量は5,658TJとなっており、上記の1.5TJは、その約0.03%に相当。
（出典）“Bayer Annual Report 2024 ”から抜粋。

CSRD開示における実務上の工夫例③（測定拠点の範囲）

 ドイツの大手製薬会社であるBayer社（12月決算）は、2025年３月５日に公表した年次報告書において、ス
コープ１、２のGHG排出量の算定において、自社で定めた重要性の基準に基づき、一部の拠点を算定対象
に含めない形で開示を行っている。

Bayer社の開示例

・・

・ 年間エネルギー消費量が1.5TJ（注）等を超える全ての事業所を「環境関連事業所」とみなす。
・ 環境関連事業所とはみなされない、上記の閾値を下回るその他の事業所の環境データにつ
いては、環境データ全体に大きな影響を与えないと考えるため、 算定対象には含めない。

・・



（出典）Capgemini “2024 Universal Registration Document”から抜粋。

［参考］その他のCSRD開示例（ガバナンス）

 フランスに本社を置く欧州最大のITサービス企業であるCapgemini社は、2025年３月21日に公表した年次
報告書において、サステナビリティ関連事項に関する取締役会及び４つの小委員会の役割の要約を開示。

 また、サステナビリティがグループの戦略に完全に組み込まれるように、サステナビリティ戦略全体を監視・
指揮する取締役会の役割を開示。

Capgemini社の開示例

・ 取締役会は、サステナビリティがグループの主要な戦略方針に完全に
組み込まれるよう、グループのサステナビリティ戦略全体を監視・指揮。
・ 直接又は４つの委員会（右表のとおり）を通じ、サステナビリティ関連の
全てのリスクや機会等を監視。

・ 「倫理・ガバナンス委員会」は、 取締役会への候補者選定基準を明確に
し、優先順位を決定し、サステナビリティに関する適切なスキルや専門知
識等を確保。
・ 「報酬委員会」は、各執行役員の固定報酬及び変動報酬に係る提案等
を実施し、CEOの年次変動報酬にサステナビリティ関連の目標が組み込
まれているか確認。
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- 13 -（出典） SAFRAN “2024 UNIVERSAL REGISTRATION  DOCUMENT”から抜粋。

［参考］その他のCSRD開示例（リスク管理）

 フランスに本社を置く航空宇宙機器メーカーのSafran社は、2025年３月28日に公表した年次報告書におい
て、気候関連のリスクの識別や優先順位付けなどのプロセスについて、42個のリスク・機会・インパクトを特
定するプロセスを開示。

 42個のリスク・機会・インパクトについては、短～長期の期間で、具体的にどのようなリスク・機会・インパクト
が発生しうるのかを開示。

Safran社の開示例

42個のリスク・機会・インパクトは、執行委員会や監査・リスク委員
会によるレビューの後、取締役会によって承認。

自社のリスク管理システム等のデータや内外インタビューを踏まえたレビュー
に基づき、42個のリスク・機会・インパクトを特定するプロセスを説明。

・ 42個のリスク・機会・インパクトについて表で説明。
・ 気候関連の物理リスクとしては、異常気象がバリューチェーンに影響
を与えることで、製造や販売に短期的な影響があるとしている。
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［参考］ ISSB基準及びESRSの対照表①（ガバナンス）

ISSB基準（S２） ESRS（ESRS ２）

6 この目的を達成するため、企業は、次の事項に関する情報を開示しなけ
ればならない。

(a)気候関連のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機関（取締役
会、委員会又はガバナンスの責任を負う同等の機関が含まれることがあ
る。）又は個人。具体的には、企業は、その機関又は個人を特定し、次の
事項に関する情報を開示しなければならない。

 (i) 気候関連のリスク及び機会に関する責任が、その機関又は個人に適用
される、付託事項、使命、役割の記述及びその他の関連する方針にど
のように反映されているか

(ii) その機関又は個人が、気候関連のリスク及び機会に対応するために
設計された戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテンシーが
利用可能であるかどうか又は開発する予定であるかどうかを、どのよう
に判断しているか

(iii) その機関又は個人に、気候関連のリスク及び機会について、どのよう
に、また、どの頻度で情報がもたらされているか

(iv) その機関又は個人が、企業の戦略、主要な取引に関する当該企業の
意思決定並びに当該企業のリスク管理のプロセス及び関連する方針を
監督するにあたり、気候関連のリスク及び機会をどのように考慮してい
るか（その機関又は個人が、それらのリスク及び機会に関連するトレー
ドオフを考慮しているかどうかを含む。）

(v) その機関又は個人が、気候関連のリスク及び機会に関連する目標
（targets）の設定をどのように監督し、それらの目標（targets）に向けた
進捗をどのようにモニタリングしているのか（第33 項から第36項参照）
（関連するパフォーマンス指標が報酬に関する方針に含まれているかど
うか、また、含まれている場合、どのように含まれているかを含む（第29

項(g)参照）。）
(b) 気候関連のリスク及び機会をモニタリング、管理、監督するために用いる、
ガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役割。これには、
次の事項に関する情報を含む。

(i) 当該役割が具体的な経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会
に委任されているかどうか、及び当該地位又は委員会に対し、どのよう
に監督が実施されているか

(ii) 経営者が、気候関連のリスク及び機会の監督を支援するために、統制
及び手続を用いているかどうか、また、用いている場合、これらの統制
及び手続がその他の内部機能とどのように統合されているか

22. 企業は、管理、経営及び監督機関の役割と責任について、以下の情報を開
示しなければならない。 

(a) 影響、リスク及び機会の監督を担当する管理、経営及び監督機関（取締役会
委員会等）又は当該機関内の個人の身元。

(b) 影響、リスク及び機会に関する各機関又は個人の責任が、企業の職務権限、
取締役会の権限、その他の関連方針にどのように反映されているか。

(c) 影響、リスク及び機会を監視、管理及び監督するために用いられるガバナン
ス・プロセス、統制及び手続における経営陣の役割の説明。これには以下を含
む。 

i.～iii. （略）
(d) （略）

23. 開示には、管理、経営、監督機関が、サステナビリティに関する事項を監督す
るために適切なスキルと専門知識が利用可能であるか、あるいは開発される予
定であるかをどのように判断するかについての説明が含まれるものとする。これ
には以下の内容が含まれる。

(a) ～(b) （略）

26.事業者は、以下の情報を開示しなければならない。
(a) （略）
(b) 管理、経営、監督機関が、企業の戦略、主要取引に関する決定、及びリスク
管理プロセスを監督する際に、影響、リスク及び機会をどのように考慮してい
るか。これには、これらの影響、リスク及び機会に関連するトレードオフを考慮
したかどうかを含む。 

(c) （略）

29. 企業は、その運営、管理及び監督機関の構成員に対し、サステナビリティに
関する事項に関連するインセンティブ制度及び報酬方針が存在する場合、それ
らについて以下の情報を開示しなければならない。

(a) インセンティブ制度の主要な特徴の説明。
(b) 業績評価が特定のサステナビリティ関連の目標及び／又は影響に基づいて
行われているか否か、また行われている場合は、どの目標及び／又は影響に
基づいて行われているか。

(c) サステナビリティ関連の業績指標が業績ベンチマークとして考慮されているか、
又は報酬方針に組み込まれているか、及びその方法。

(d)～(e) （略）
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［参考］ ISSB基準及びESRSの対照表②（リスク管理）

ISSB基準（S２） ESRS（ESRS ２）

25 この目的を達成するため、企業は、次の事項に関する情報を開示しな
ければならない。

(a）企業が気候関連のリスクを識別、評価、優先順位付け、モニタリングする
ために用いるプロセス及び関連する方針。これには、次の事項に関する
情報を含む。

(i) 企業が用いるインプット及びパラメータ（例えば、データ・ソース及び当該
プロセスの対象となる事業の範囲に関する情報）

(ii)企業が気候関連のリスクの識別に情報をもたらすために、気候関連の
シナリオ分析を用いているかどうか、また、用いている場合、どのように
用いているか

(iii)それらのリスクの影響（effects）の性質、発生可能性及び規模を企業
がどのように評価しているか（例えば、企業が定性的要因、定量的閾値
又はその他の規準（criteria）を考慮しているかどうか）

(iv)企業が他の種類のリスクと比べて気候関連のリスクを優先順位付けし
ているかどうか、また、優先順位付けしている場合、どのように優先順
位付けしているか

(v) 企業が気候関連のリスクをどのようにモニタリングしているか
(vi）過去の報告期間と比較して、企業が用いるプロセスを変更したかどう
か、また、変更した場合、どのように変更したか

(b）企業が気候関連の機会を識別、評価、優先順位付け、モニタリングする
ために用いるプロセス（気候関連の機会の識別に情報をもたらすために、
企業が気候関連のシナリオ分析を用いているかどうか、また、用いてい
る場合、どのように用いているかに関する情報を含む。）

(c）気候関連のリスク及び機会を識別、評価、優先順位付け、モニタリングす
るためのプロセスが、企業の全体的なリスク管理プロセスと統合され、情
報をもたらす程度及びどのように統合され、情報をもたらしているか

53.事業者は、以下の情報を開示しなければならない。 

(a)・(b) 略
(c)財務的影響を及ぼす、または及ぼす可能性のあるリスクと機会を特定、評価、
優先順位付け、および監視するために用いられるプロセスの概要。開示には、
以下の事項が含まれるものとする。 

i. 企業が、自らの影響および依存関係と、それらの影響および依存関係から生
じる可能性のあるリスクおよび機会との関連性をどのように考慮したか。

ii. 企業が、特定されたリスクおよび機会の影響の発生可能性、規模および性質
をどのように評価しているか（ESRS 1 セクション3.3「財務的重要性」に規定
されている定性的または定量的な閾値およびその他の基準など）。 

iii. 企業が、リスク評価ツールの使用を含め、サステナビリティ関連リスクを他の
種類のリスクと比較してどのように優先順位付けしているか。 

(d)意思決定プロセスおよび関連する内部統制手続きの説明。
(e) 影響およびリスクを特定、評価、および管理するプロセスが、企業の全体的な
リスク管理プロセスにどの程度、またどのように統合され、企業の全体的なリ
スクプロファイルおよびリスク管理プロセスの評価に用いられているか。 

(f) 機会を特定、評価および管理するプロセスが、該当する場合、企業の全体的
な経営プロセスにどの程度、またどのように統合されているか。 

(g) 企業が使用する入力パラメータ（例：データソース、対象となる業務の範囲、
前提条件に使用されている詳細）。 

(h) プロセスが前回の報告期間と比較してどのように変更されたか、また変更され
たかどうか。プロセスが最後に変更されたのはいつか。また、重要性評価の今
後の改訂日。
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見積りの更新について

 第６回WGでは、サステナビリティ情報に係る見積りの修正があった場合の訂正の考え方について、温室効果
ガス（GHG）排出量の測定の場合を取り上げ、合理的な見積りを使用している場合には、事後的に確定値が

判明しても、訂正報告書の自発的提出が必要となるわけではなく、翌期の有価証券報告書の比較情報の更
新等を行えば足りるとの考え方を示し、賛同を得られた。

 他方、GHG排出量以外の見積りについても検討すべき、後発事象との関係を整理すべき、見積りが更新され
た場合の開示のあり方を検討すべきといった意見があった。

• 見積りの修正については事務局案の整理に賛同。

• GHG排出量のScope３だけでなく、その他のバリューチェーン情報も考慮する必要がある。サステナビリティ関連財務情
報と財務情報との性質の違い、合理的な裏づけ可能な情報を利用するといった観点も考慮していただきたい。

• GHG排出量が例として挙げられているが、CSRD対応の開示実務では、例えば有害物質の排出量などにおいても見積
りによる算定を行っているケースがあるとも聞いている。限られた時間の中でサステナビリティ開示を行うために、GHG

排出量以外の見積りの場合でもこのような取扱いを考えるべきかどうか、検討してはどうか。

• 事業年度の末時点ではなく、その後に重要な後発事象というものがあるような場合には、見積りの更新自体が、財務報
告で言ういわゆる修正後発事象に当たるような場合もあると思われるので、財務情報の開示のルールとの整合性という
のも考えなくてはいけないのではないか。

• 事後的に見積りの更新がなされた場合、訂正報告書という形での開示が要求されなくても、やはり臨時報告書などの形
で開示を求めていく必要性はないのかという点は検討に値する。

• 見積りが適切な場合でも、例えば事業環境に大きな変化があったり、また企業の買収、事業の一部売却などで、確定値
と見積りの差が大きくなるようなことも想定される。基本的には、企業の自主性に委ねた開示でよいと思うが、その差が
重要な情報と考える場合には、任意で有価証券報告書の訂正報告書、臨時報告書、適時開示などで周知いただけると
大変ありがたい。

• 見積り段階と修正後で保証を二重にするか否かは、企業のコスト面からも、明確な基準が必要ではないか。

第６回WGにおけるご意見（要約）
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見積りの更新に係る検討

 SSBJ基準では、関連する財務諸表の報告期間に係る数値の測定を求めているが、見積り（注）によることもで
きる（適用基準BC164項）。そのため、GHG排出量以外の数値の測定に見積りを用いることは可能と考えられる。

 サステナビリティ情報に係る見積りについて、その情報（確定値の判明）に重要性があれば、

a. 後発事象の対象期間（報告期間の末日後、公表承認日まで）に確定値が判明した場合には、財務情報と同様、当該
確定値を反映した上で有価証券報告書を提出し（適用基準71項） 、

b. 前年度の有価証券報告書の提出後に確定値が判明した場合には、翌年度の有価証券報告書の比較情
報の更新等を行う（適用基準74項）

必要があると考えられる。前回WGでは、上記b.の場合の訂正の要否を検討。

 なお、上記ｂ．の場合、見積りに誤謬がなく、訂正報告書を提出する必要がない場合においても、比較情報に
よる更新を待たずに情報を開示したいとの企業のニーズもあり得る。これに対応するため、有価証券報告書
における見積り情報を更新するための制度的枠組を整備することも考えられる。

Ｘ３年６月Ｘ２年６月

a．重要性があり、いわゆる修
正後発事象に該当する場合

Ｘ２年３月 Ｘ３年３月

Ｘ２年度
有価証券
報告書

Ｘ３年度有価証券報告書

前期 当期

比較情報
の更新等

当期情報

見積り
（●月）

確定値
（４月～○月）

確定値判明

比較情報
の更新等

Ｘ１年４月

確定値判明
更
新

b．見積りの変更に関する情報
に重要性があり、更新すること
が実務上不可能でない場合

情報を更新するための
制度的枠組を検討

任意

サステナビ
リティ情報
の開示

［３月決算］

（注）ここで言う「見積り」とは、確定値が得られない場合に、一定
の仮定や前提の下で推定された概算値を用いることを指す。
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報告のタイミング 

Ⅴ．後発事象

71. 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までに報告

期間の末日現在で存在していた状況について情報を入手した場合、新規の情報

に照らして、当該状況に関連する開示を更新しなければならない。

72. 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までに発生

する取引、その他の事象及び状況に関する情報について、当該情報を開示しな

いことにより、主要な利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込み得る場

合には、当該情報を開示しなければならない。

 ※用語の定義
4.(15) 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」とは、サステナビリティ関連財務開
示を公表することを承認する権限を有する社内の機関又は個人が公表を承認した日を
いう。

比較情報
Ⅱ．比較情報の更新

74. 前報告期間に開示された見積りの数値に関連して、当報告期間において新規

の情報を入手し、当該情報が前報告期間に存在していた状況に関する証拠を提

供する場合、第75項に該当するときを除き、次の事項を開示しなければならない。

(1) 新規の情報を反映して更新された比較対象の数値

(2) 前報告期間に開示された数値と更新された比較対象の数値との差異

  (3) 比較対象の数値を更新した理由

75. 第74項の定めを適用するにあたり、次のいずれかに該当する場合には、比較

対象の数値を更新する必要はない。

  (1) 比較対象の数値を更新することが実務上不可能である場合

  (2) 見積りの数値が将来予測的なものである（すなわち、将来起こり得る取引、事

象及び他の状況に関連するものである）場合

   なお、事後的判断の使用を伴わない場合、将来予測的な指標に関する比較対

象の数値を更新することができる。

ＳＳＢＪ適用基準

比較情報 

Ⅱ．比較情報の更新

BC151. IFRS S1号においては、比較対象の見積りの数

値を更新することが要求されるのは、見積りの変更に

関する情報に重要性があり、見積りを更新することが

実務上不可能でない場合のみとされている。また、「実

務上不可能」の定義は、IAS第1号における定義に基づ

くこととしているため、その閾値は高いものとされており、

企業がその定めを適用するためのあらゆる合理的な努

力を払った後にも適用することができない場合に、当該

定めの適用は「実務上不可能」であるとされている。

測定の不確実性 

BC164. サステナビリティ関連財務開示において報告され

る数値を直接測定することができず、見積ることしかで

きない場合、測定の不確実性が生じると考えられる。場

合によっては、見積りには、結果が不確実な、将来起こ

り得る事象についての仮定を伴うと考えられる。合理的

な見積りの使用は、サステナビリティ関連財務開示を

作成するうえで不可欠な要素であり、見積りが正確に

記述され、説明されていれば、情報の有用性が損なわ

れることはなく、測定の不確実性の程度が高くても、そ

のような見積りによって有用な情報を提供することが必

ずしも妨げられるわけではないと考えられる。

ＳＳＢＪ適用基準（結論の背景）

結論の背景は、本基準を構成する。
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サステナビリティ開示基準の任意適用の促進に向けた取組み

 第３回WGでは、サステナビリティ開示基準に基づく開示の好事例の収集・公表等により企業の自主的な開示
を促していくとの事務局提案の方向性に対して賛同の意見が得られた。

 他方、サステナビリティ開示基準への準拠性の有無を明確にすべきとの観点から、「任意適用」、「部分適用」、
「任意開示」といった用語について整理が必要との意見があった。

• プリンシプルを通じて、企業へサステナビリティ情報の開示を促し、任意適用や部分適用の状況の見える化を行う。

• そして、その中からサステナビリティ情報の開示の好事例を取り上げて、周知や浸透を図ることにより、企業の開示の底
上げを図るとともに、任意適用や部分適用の拡大を促進する好循環を作ることが考えられる。

• サステナビリティ開示基準に基づく開示を義務付けられていない企業が、任意適用を積極的に実施することが可能とな
るよう、任意適用の方法を示すことが考えられる。

• できるところから任意開示を進め、その先に任意適用があり、ある一部のところは強制適用になるというように広げていく
ことはあり得る。

• 当面は強制適用の対象ではない時価総額5,000億円未満の企業にどのように任意適用を広げていくかがポイント。

• 適用という言葉を使った場合には準拠性があるということを示したほうが明確であり、任意適用及び任意開示を明確に
区別した方がよい。

• 例えば、義務的に適用されてない状況で基準に準拠する場合が任意適用に当てはまり、部分的に基準に準拠する場合
は任意適用ではなく任意開示だと明確にすると分かりやすい。

• 部分適用という考え方について、 SSBJ基準を準拠したものでないのに任意適用の一部として解釈されるのは、やや誤
解を生みやすいのではないか。任意適用という言葉をどう定義するのか、また、部分適用という言葉をここで使うべきな
のか、この点に関しては十分に御留意をいただいたきたい。

第３回WGにおけるご意見（要約）

第３回WGにおける事務局提案
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［参考］サステナビリティ情報の任意開示の促進に向けた好循環

 プリンシプルを通じて、企業へサステナビリティ情報の開示を促し、任意適用や部分適用の状況の見える化
を行う

 そして、その中からサステナビリティ情報の開示の好事例を取り上げて、周知や浸透を図ることにより、企業
の開示の底上げを図るとともに、任意適用や部分適用の拡大を促進する好循環を作ることが考えられる

好事例を踏まえて、企業の開示の底上げを図り、
任意適用や部分適用企業の拡大を促進

好事例の公表
利用者（投資家）からの

フィードバック

企業の開示

任意適用や部分適用の状況を見える化
するとともに、好事例を抽出

任意適用・部分適用企業を拡大

プリンシプルを通じた開示の推奨

第３回WG資料再掲



［参考］任意適用のあり方

 TCFD等による自主的な開示の流れは、サステナビリティ開示基準に基づく開示が開始されてからも維持・
拡大していくことが重要

 強制適用を控える企業の事前準備としても活用

 サステナビリティ開示基準に基づく開示を義務付けられていない企業が、任意適用を積極的に実施すること
が可能となるよう、任意適用の方法を示すことが考えられる
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必須事項

任意事項

⚫ 2023年３月期より適用されている現行法上のサステナビリティ開示

⚫ サステナビリティ開示基準のうち、任意に適用する／しない項目の明示
（準拠性の表明を意味するものではなく、記載方針を説明するために行うもの）

⚫ 全部適用 or 部分適用

✓ 対応可能な事項から開示を進める観点から、部分適用も推奨（ただし、部分適用の場合に
は、サステナビリティ開示基準に準拠している旨の表明はできない）

⚫ 二段階開示 or 同時開示

✓ 任意の場合、２年目以降も二段階開示可（ただし、その場合には、開示基準が要請する同
時報告義務を満たしていないため、部分適用と解される）

⚫ 参照書類による開示

✓ 統合報告書等で開示する場合には、有報でこれを参照することを推奨（注１）

⚫ 保証の有無、保証範囲

✓ 開示自体が任意であることから、保証も任意と考えられる。詳細は今後の検討課題（注２）

【記載事項の考え方のイメージ】

（注１）なお、投資家の投資判断にとって重要な事項については、有価証券報告書に記載することが必要。
（注２）2022年12月27日に公表された「金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告」では、サステナビリティ情報に対する保証のあり方について、「サステナビリティ情報の「記載
欄」において、保証を受けている旨を記載する際には、投資家の投資判断を誤らせないよう、例えば、保証業務の提供者の名称、準拠した基準や枠組み、保証水準、保証業務の結果、保
証業務の提供者の独立性等について明記することが重要であり 、必要に応じてこのような取扱いを明確化することが考えられる。」としている。

第３回WG資料再掲
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有価証券報告書SSBJ基準の適用に係る用語の整理

 SSBJ基準では、全ての定めに準拠しない限り、準拠表明はできないとされている。
（参考）サステナビリティ開示基準のすべての定めに準拠しない限り、サステナビリティ関連財務開示がサステナビリティ開示基準に準拠していると記述してはならない。

（適用基準79項（抜粋））

 そこで、SSBJ基準への準拠性の有無を明確化するため、SSBJ基準の全ての定めに準拠して、金融商品

取引法令に基づいて有価証券報告書において開示する場合のみを「適用」と定義することが適当であると
考えられる。

 また、「適用」は、企業の属性や、SSBJ基準に準拠した開示を行う時期に応じて、以下のように整理される。

・ 「強制適用」・・・適用を義務付けられている企業が適用時期に開示を行う場合

・ 「早期適用」・・・適用を義務付けられている企業が適用時期を早めて開示を行う場合

・ 「任意適用」・・・適用を義務付けられていない企業が開示を行う場合

 他方、 有価証券報告書においてSSBJ基準を部分的に参照して開示を行う場合や、統合報告書等の法令
外の媒体においてSSBJ基準に準拠し、又は部分的に参照して開示を行う場合を「任意開示」と定義するこ
とが考えられる。

開示媒体 適用／適用外企業の別 開示時期 SSBJ基準との関係

強制適用 有価証券報告書 適用対象企業（注１） 法令上の適用時期 全ての定めに準拠

早期適用 有価証券報告書 適用対象企業（注１） 法令上の適用時期より早期 全ての定めに準拠

任意適用 有価証券報告書 適用対象外企業（注２） － 全ての定めに準拠

任意開示 有価証券報告書 － － 部分的に基準を参照

任意開示 統合報告書等 － －
全ての定めに準拠

／部分的に基準を参照

（注１）時価総額5,000億円以上のプライム上場企業
（注２）時価総額5,000億円未満のプライム上場企業、スタンダード上場企業

【用語の整理】



1. サステナビリティ開示基準及び保証制度に係るロードマップ案

（１）二段階開示・同時開示について

（２）欧州企業における開示例（CSRD開示における実務上の工夫）

2. 見積りの更新について

3. 有価証券報告書におけるSSBJ基準の適用に係る用語の整理

4. ご議論いただきたい事項
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ご議論いただきたい事項
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⚫ 有価証券報告書におけるサステナビリティ開示基準に基づく情報開示及び保証制度の導入

に係るロードマップについて、これまでの意見や最近の国内外の動向を踏まえ、３ページの

とおりとし、併せて、二段階開示の適用期間を２年間とすること、有価証券報告書の提出期

限の延長については引き続き検討を行うことについて、どう考えるか。

⚫ サステナビリティ情報に係る見積りの更新についての整理について、どう考えるか。

⚫ 有価証券報告書におけるSSBJ基準の適用に係る用語の整理について、どう考えるか。


